
建物老朽化や災害への対応に資する
建物調査・積算業務の効率化システムの開発
高度成長期に新築した多数の建物老朽化や防災及び震災への対応、空き家対策

などで建物調査の需要は高まっている。こうした中、耐震調査などの行政業務が飛
躍的に増大し、また熟練者の高齢化など人材不足も課題となっている。このため、非
熟練者でも対応可能な建物調査・積算業務の効率化システムを開発、高まる建物
調査の需要に対応し、安全、安心な街づくりと高齢者・女性の雇用増大を図る。

1 本事業への取り組みの経緯
当社は20数年間、社会のニーズに応じて一貫してフィールドワークのシステム化

を手掛けてきた。耐震調査の必要な建物は平成26年度時点で4，990万戸と飛躍的
に増加し、その予備調査の必要性も増加の一途で、熟練者でなくとも建物の計測が
できるシステム構築が社会的なニーズとなっている。本補助事業に申請することで
開発スピードを速めるとともに、事業として成立させるための足掛かりになればと考
え、取り組みを開始した。
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2 実施内容
当社ユーザーの調査方法や要望などを基に基本的な要件をまとめ、計測機器

メーカーとの打ち合わせにより達成可能な仕様を策定。その後、タブレットの調査項
目選定、操作性、評価項目選定、図面作成機能及び積算・報告作成システムとのイ
ンターフェイスの設計を行い、システムを開発した。その後、それら内部・外部評価
テストを実施、各機能が問題なく機能するかのテストを行い、設備シンボル追加や
仕上選択分類機能、フリー文字機能、グリッド追加機能など比較的短期間で対応可
能な8項目に対しての更新を実施した。
当初の構成は民間用、自治体用を一つのシステムとして開発する予定だったが、

求めている内容に差があったことから、基本的には民間用・自治体用それぞれのシ
ステムとして開発した。

3 取組成果・波及効果
従来は調査用紙、メジャー、カメラを用いて手作業で計測し、そ

の後事務所に戻り作図・積算を行っていたため、作業の重複により
時間が掛かっていたが、タブレットPC、レーザー計測器を使用して
現場のデータをそのまま活用することにより、最大50％の作業時間
短縮が可能となった。また、紙による調査では担当者のクセで第三
者が文字を読み取れないケースもあったが、システム入力のため
この課題は完全に解消。さらには計測データの記入ミスを防ぎ、熟
練者しか出来なかった業務が研修を経ることで非熟練者でも可能
となる見通しが得られた。また、縦横方向の計測が可能となったこ
とで面積算定を自動的に行うことができ、計測困難な高所など危
険な立地でも安全な計測が可能となった。

代表取締役社長

小森 健

今後の展望・活動予定は？
複雑な構造の建物の場合、当システムを使用し

ても計測できない、または時間短縮にならない
ケースがあります。このため、現場での評価検証・
改善を繰り返し、どのような建物にも対応できるシ
ステム構築を目指しています。紙の調査票からの
代替えという業務フローの大きな変更に対する抵
抗感も聞かれますので、事業として成立させるた
めの営業施策について、今後もしっかりと戦略を
練っていきたいと思います。

事 業 者

株式会社プロデュースメディア

代 表 者

小森 健

所 在 地 等

〒854‐0004 長崎県諫早市金谷町10－5
TEL0957‐22‐8123
FAX0957‐22‐8124
http://www.producemedia.co.jp/
E-mail:komori@producemedia.co.jp

設 立 年 月

昭和61年12月

資 本 金

3，000万円

業 種

情報サービス業

従 業 員 数

25名

チャレンジする力が未来を開く！
Open challenge to force the future
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